
１．ＴＩＣＡＤⅣの成果

ＴＩＣＡＤⅣ 横浜行動計画の実施状況と課題

２．ＴＩＣＡＤⅣフォローアップ状況

（例）広域インフラ、貿易・投資・観光、農業・農村開発、気候変動対策

３．今後の取組み
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我が国による２０１２年までの

アフリカ５１カ国（４０名の国家元首・首脳級）、
３４カ国の先進国及びアジア諸国、７７の
地域・国際機関等が参加し、①成長の加速化、②ＭＤＧｓの達成、③平和の定着・グッド

ガバナンスの促進、④環境・気候変動問題への対処を重点事項に議論を展開。

１．我が国外交史上類例を見ない規模１．我が国外交史上類例を見ない規模

２．多数のアフリカ開発支援策を発表２．多数のアフリカ開発支援策を発表

第４回アフリカ開発会議（TICAD Ⅳ）（08年5月、於：横浜）の成果

●ＴＩＣＡＤとは、Tokyo International Conference on 
African Development の略。

●アフリカ開発をテーマとする政策フォーラムであり、１９
９３年以降、日本が主導し、国連、ＵＮＤＰ、世銀等と

共催して、５年に１回、首脳級会議を開催。

「横浜行動計画」の履行状況をモニターする「フォローアップ・メカニズム」を創設。
→ ０９年３月にボツワナでＴＩＣＡＤ閣僚級フォローアップ会合を開催。

我が国による２０１２年までの
①対アフリカＯＤＡ倍増（９億ドル→１８億ドル）、最大４０億ドルの円借款を実施
②民間投資倍増（１７億ドル→３４億ドル）支援（ＪＢＩＣ融資２５億ドル等）

を含む多数のアフリカ開発支援策が打ち出され、「横浜行動計画」として結実。

３．フォローアップ・メカニズムの創設３．フォローアップ・メカニズムの創設

→→ ＴＩＣＡＤＴＩＣＡＤⅣⅣの公約を着実に履行することが、金融・経済危機下においてもの公約を着実に履行することが、金融・経済危機下においても
アフリカの成長を促し、ＭＤＧｓの達成に向け強く後押しする方途。アフリカの成長を促し、ＭＤＧｓの達成に向け強く後押しする方途。



対アフリカ対アフリカODAODA倍増倍増

①TICAD Ⅳまでの5年間（2003年～7
年）の実績の平均値を基準とし、2012
年までに日本の対アフリカ向けODAを
９億ドルから1８億ドルに倍増。この実
績（基準値を含む）には無償・技術協
力、円借款、アフリカ開発銀行等への

～2012年までに、日本のアフリカ向けODAを倍増～

2012年までに達成するODA倍増の内容

力、円借款、アフリカ開発銀行等への
拠出を含めるが、債務救済分は含ま
ない。

②無償・技術協力を2008年以降徐々
に拡大し、7億ドルから14億ドルに倍
増。

③5年間で対アフリカ向け円借款を更
に積極的に供与し、2倍以上に増額
（ディスバースベース）。その中で、債
務持続性や資源、具体的な開発ニー
ズを踏まえつつ、供与国の拡大を進め
る。
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ＴＩＣＡＤ Ⅳで日本が表明した支援策
（「横浜行動計画」から官民連携につながり得るものを抜粋）

１．広域運輸インフラ整備（道路・港湾等）
２．広域電力インフラ整備
３．水関連インフラ整備
４．地域機関の関与拡大

１．貿易の促進・拡大
２．外国投資の奨励
３．民間セクター開発支援
４．観光促進

ＴＩＣＡＤプロセスの下で今後５年間に取られる措置

インフラ 貿易・投資・観光

４．地域機関の関与拡大
５．インフラ部門における官民連携の促進

４．観光促進

１．食料増産及び農業生産性向上のための能力向上
２．市場アクセス及び農業競争力の改善
３．持続可能な水資源の管理及び土地利用の支援

農業・農村開発 環境・気候変動

気候変動分野での政策対話を促進するとともに、
2013年以降の気候変動に関する実効的な枠組みを

構築し、排出抑制と経済成長を両立させようと努力す
る途上国に対する支援を強化

ＭＤＧｓの達成 （後押しするにあたっては、ＣＳＲやＢＯＰビジネスが有効）



②②農業・食料農業・食料
－緊急食糧支援

①アフリカがつながる広域インフラ整備支援①アフリカがつながる広域インフラ整備支援
－広域道路網の整備。通関手続円滑化（One Stop Border Post）支援を

14箇所で実施
－安定的な電力供給のための電力インフラの整備や維持管理能力強化

支援策の具体例支援策の具体例

－緊急食糧支援

－コメの生産量倍増を含む農業生産性の向上（灌漑施設の整備、品種改良、
農業指導員5万人の育成等）

③③貿易・投資・観光の促進貿易・投資・観光の促進
－2012年までに対アフリカ投資が３４億ドルへ倍増するよう支援
－「アフリカ投資倍増支援基金」の創設を含む２５億ドル規模の金融支援
－貿易・投資分野の官民合同ミッションの派遣
－2010年サッカーワールドカップ南アフリカ開催の機会を活用した観光促進

写真提供：ＪＩＣＡ

写真提供：三菱商事



④④コミュニティ開発コミュニティ開発
－ 一村一品運動を12ヶ国で展開
－ＡＭＶ（アフリカン・ミレニアム・

ビレッジ）を12ヶ国で展開

⑥⑥保健・医療保健・医療
－世界基金への新規拠出（5.6億ドル）
－10万人の保健・医療人材育成

⑤⑤教育と人材育成教育と人材育成
－小・中学校1000校（約5500教室）の建設
－10万人の理数科教員能力向上
－地域住民の参画を通じた１万校の

学校運営能力向上（「みんなの学校」）

写真提供：ＪＩＣＡ
写真提供：ＪＩＣＡ

⑧⑧気候変動対策気候変動対策
－5年で100億ドル規模の支援

（全世界）

－10万人の保健・医療人材育成
－母子保健の向上
・40万人の子供の命を救う
・妊産婦の健康、リプロダクティブ・ヘルス
の向上

⑦⑦アフリカの水開発アフリカの水開発
－650万人に安全な飲料水を提供する

ための給水施設整備
－給水分野の人材5千人の育成
－貴重な水を無駄にしない

よう、「水の防衛隊」を派遣

写真提供：ＪＩＣＡ



ＴＩＣＡＤⅣフォローアップのプロセス（原則年１回）

各支援策の進捗状況を取りまとめ

「横浜行動計画」

モニタリング合同委員会（東京ベースのドナー国・機関、アフリカ諸国）

ＴＩＣＡＤ共催者運営委員会（日本政府＋国連、ＵＮＤＰ、世銀）

「年次進捗報告書」
として取りまとめ

ＴＩＣＡＤフォローアップ会合（閣僚級、於：アフリカ）

「年次進捗報告書」に基づき、TICAD関
連活動を検討・評価・提言

外務省ホームページに掲載

※次回は２０１０年５月中下旬を予定。













ＯＤＡ案件発掘・形成のための取組みを根本的に強化する
必要あり。

ＴＩＣＡＤⅣの各種コミットメントをバランスよく達成する中で、
日本ならではのサクセス・ストーリーづくり（日本の顔の見え
るアフリカ開発）とともに我が国の経済的利益も確保

今後の取組み

アフリカは
必要あり。

官民連携

アフリカは
地上最後のフロンティア
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ＯＤＡ予算とその他主要経費比較

●ＯＤＡ予算は平成９年度をピーク
に１２年間で４２．５％削減

（現在のＯＤＡ予算は１９８０年代

の水準まで落ちている）

一般会計ＯＤＡ予算の推移
（1978-2009）

（単位：億円）
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ＯＤＡ予算とその他主要経費比較
（平成９年度を１００とした指数）

(11,687)

(10,473)   (10,489)   (10,466) 

(10,152)

(9,106)
(8,578)

(8,169)
(7,862)

(7,597）
(7,２９３)

社会保障費 48.0%

公共事業 13.7%

文教・科学 10.3%

防衛関係費 9.2%

ＯＤＡ 1.3%
その他 17.5%

平成２１年度予算一般歳出（約51.7兆円）における
主要経費割合

6,722億円

(7,002)

（注）平成２１年度（０９年度）は政府案

(6,722)
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米国(26,008)

日本は米、独、英、仏に次ぎ日本は米、独、英、仏に次ぎ第５位第５位にに
２０００年と比較して３割減

日本のＯＤＡの対ＧＮＩ比：０．１８（２１位、米と並んでＤＡ
Ｃ加盟国中最下位）
ピークは１９８４年の０．３４
８０年代から９０年代初めまでは０．３台で推移
０．１７は新規ＥＵ加盟国（ハンガリー等）が目指す目標

主要援助国と逆行する我が国の援助実績主要援助国と逆行する我が国の援助実績

英は２０１３年までに、仏は２０１５年までの
ＧＮＩ比０．７％達成を表明
ＥＵは２０１５年までのＧＮＩ比０．７％達成を
公約（2005年のｸﾞﾚﾝｲｰｸﾞﾙｽﾞ･ｻﾐｯﾄ）
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